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Global South 

公益財団法人  国際通貨研究所 

理事長  渡辺 博史 

「南北問題」といわれるように、北が先進国、南が新興国及び開発途上国という構図

が基本的に有る。経済的体力には歴然とした差があり、資金的にも北は潤沢で、南の開

発支援にも取り組んできた。 

そこに大きな変化が出てきている。もちろん、地位がひっくり返ったということでは

無いが、南が二分しつつあるということである。 

一頃、BRICという語が流行った。Brazil、Russia、India、Chinaという四つの国が当初

挙げられていたが、複数国ということを明示するためか BRICs と呼ぶようになり、そ

して仲間を増やそうという四か国の思惑もあって、いつの間にか BRICS となり、South 

Africa まで含めた五か国になった。BRICを言い出した者自身は数年後に、「Bと Rを入

れたのは間違いだった。アジアの I と C の力強さは他の地域の国々と全く異なる。」と

反省的な発言をした。1990 年代以降 China が著しく発展し、経済力も発言力も大幅に強

めてきた。 

そんな中で起こったのが、Russia のウクライナ侵攻である。これへの評価を巡って、

世界各国の見解は分かれたが、その中で、様々な思惑を背景に、China は Russia を、消

極的ではあるが、サポートする側に立った。新興国、開発途上国全体としては、ウクラ

イナ支援、Russia 非難において G7、EUと同じ立場はとらずに、対応が分かれたが、R

とＣをサポートするという立場には立っていない。 

この過程を経て、一時、新興国及び開発途上国の代表、盟主としての地位を享受し、

またそれを意図的に主張してきた中国への批判も高まって来た。 

それらの状況を背景に出てきた Global South概念には、どうも China は含まれていな

い感じがする。 

たしかに、China は南にではなく、厳然として北に存在し、「仲間の代表」というより

は「世界の支配者」としてのポジション獲得への姿勢を強めてきた。同じく Russia も、

より寒さのきつい北に存する、というかユーラシア大陸全体の北部を広く覆う。 
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世界最大人口国の地位を China から奪った India が、中国の前述の姿勢に反発し、対

抗心から動き始めた行動が Global South 構想の根にあるような気がする。それに加えて

第二次世界大戦後の一時期開発途上国のリーダー的役割を担った Indonesia も、最近の

自らの好調な経済を受けて、同様の構想を描き始めているのではないか。 

Brazil にも秋波を送り、アメリカとの適切な距離が取れればという条件の下、メキシ

コにも誘いをかけている。 

これ以外の 100を超える新興国あるいは開発途上国がどういう判断をするかは、まだ

しばらく分からないだろうが、大局的に言えば、これまでの「南」が二分する状態にな

ってきている。 

ジョージ・オーウェルの名著「1984 年」は現代の様々な動きを見ていくにあたっての

必読文献と思っているが、ここで書かれた世界地図の中で、三超大国（Eurasia、Oceania、

Eastasia）のどこにも属しない Disputed 地域が、これからの動きの中核になりうるとい

うのも、面白い構図である。インド、ASEAN 地域が核となるのである。南米、アフリ

カ南部、オーストラリアが Disputed ではなく、Oceania に入っているのは、オーウェル

がイギリス人であることから見て、当時の彼の世界認識の現れであろう（それに、イギ

リスが欧州中心の Eurasia に属せずに、アメリカ中心の Oceania に入っているのも、結

果的には正しい予測であったと言えるだろう）。 

Disputed 地域を全体としてみればその経済ポテンシャルは高いが、その中でアフリカ

の動きは今後の世界に大きな影響を与える。現状、約 13億人である人口が、今後の 20

～30 年の間に倍以上に増えると予測されている。この増えた人口への食糧供給、AI 化

が進行する中で、そもそも就業機会数が確保できるのかは、決して簡単な話ではない。 

下手をするとアフリカ全体が、Global South の「第二線」になってしまう懸念があり、

そこで他の３グループがどういう対応をとっていくかが大きな課題となる。 

Global South 地域の人口に占めるイスラム教徒の比率が高いことにも注意が必要であ

り、また中近東のイスラム諸国が全く異なる動きをする可能性もあり、今後新しい形の

複数ブロック化が進行していくのだろうか。 

（IIMAメールマガジンへの寄稿） 
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